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The purpose of this study is to estimate the disaster risk and change of urban structure from the land use 
transition. Now, many areas of Tokyo have a disaster risk because they were developed rather by 
economical motivation than safety one. First, I integrated present urban structure with old one by 
geometric correction of old Edo map. Second, Tokyo's urban development could be divided by big 
disasters, and I comprehended them using land use changes to estimate disaster risks. And last, I extracted 
probable areas where safety and comfort are fulfilled at once. 
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１． はじめに 
江戸の街は当時世界最大の人口と最先端の都市計画に
よって整備されていた．さらに言うと，江戸の歴史は同時
に災害の歴史でもある．100 回以上の火災が起こり，2〜3
年に一度は大火に見舞われ，火災は江戸市民には日常茶飯
事の出来事であった． 
明治以降，めまぐるしく変わる時代背景の中で，急速に
都市の発展と拡大が進んでいった．鉄道網の整備とともに，
モノと人の移動がますます活発になった．また，関東大震
災の発生とともに，都市における耐震・不燃化への意識と，
帝都復興への道のりを歩んでいく契機になった． 
昭和に入り，戦災復興・東京オリンピックの開催・高度経
済成長の時代の流れが都市に求める需要に変化をもたら
した．江戸から受け継がれた緑と水であふれた庭園都市の
大部分が失われ，経済や合理性へシフトされた高層ビルが
乱立する空間が出来上がった． 
現在，首都直下型地震に対する意識が高まる中，今まで
幾度と無く繰り返された災害の歴史が，現代の都市構造に
活かされているとは言い難いのではないだろうか．また，
近年懸念されている都市型災害に対する対策も不十分な
中，今後想定される災害に対し確かな対策が必要なのでは
ないだろうか． 
このような災害に対する脆弱さを持った都市を形成し
た結果，今多くの自治体や企業で災害への対策が考えられ
ている．しかし，こうした現状を生み出したのは，環境性・
快適性・安全性といった，暮らしやすさや防災・環境に対
する意識が二の次になっているからであろう．すなわち，
経済性・利便性のもと，水辺・緑空間が失われ臨海部への
都市の進出が進み，Figure1 のように多くの埋め立て地が
作られ，経済基盤や住宅が集まる，いわば災害と隣り合わ
せの街を生み出した． 
 
 
Figure 1 東京臨海部における埋立地の変遷 
松田磐余「江戸・東京地形学散歩」（2004）を編集  
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本研究では，現代の災害に対する脆さが，どのようにし
て生み出されてしまったか，土地利用の変遷，あるいは都
市構造の変化をたどり後付けする．その災害リスクを生み
出した要因と現段階において経済性・合理性と環境性・快
適性双方を満たすエリアはどこなのかを明らかにし，現段
階で想定されている災害リスクを土地利用・都市構造の観
点から評価を行い，パターン別にみる対策を検討する． 
 
２． 研究方法 
まず，江戸から現在にかけて，土地利用の変遷がどのよ
うにすすんだのか，複数の時代を設定する．時代の設定に
は，歴史的な大災害や，都市の発展をもたらすオリンピッ
クなどの大規模な都市改造を参照点にする．それぞれの期
間に作られた古地図，あるいは近代では測量図・土地利用
分類図などの資料から GIS ツールを用いて各年代におけ
る土地利用の分類図を作成する．こうすることで都市の規
模の拡大や土地利用の変遷を把握する． 
次に，現代の災害リスクについて考える．現在の都市が
抱えている災害リスクを，古くから持つ土地の脆弱性がも
たらすリスク，あるいは都市の発展とともに創出されたリ
スクの 2つのパターンに区別し，土地利用の変遷・都市構
造の変化から災害リスクの評価を行う． 
 
３． 対象地域の設定 
（１）江戸の範囲 
江戸の都市の地図は多く残されているものの，江戸時代
は身分社会で町民・武士・僧侶により支配する機関もそれ
ぞれ独立しており今日で言う行政区画の制度はなかった． 
江戸の範囲が初めて規定されたのは，文政元年（1818）
Figure3 の「江戸朱引図」である．本研究では，この範囲，
特に墨引を江戸の範囲に指定し，評価を行う． 
 
 
 朱引  墨引 
Figure 2 文政江戸朱引図 
東京都立公文書館所蔵 
（２）東京都が設定する都市構造 
東京都は，平成 20年 10月，「新しい都市づくりのため
の都市開発諸制度活用方針」を策定した．この方針におい
て，都心等拠点地区を設けており，Figure2 にプロットし
た．既存の都心部，そして新たな経済拠点が整備されてい
る．交通結節点である大規模ターミナルを中心に，都市基
盤が整備されている． 
 
 
 都心等拠点地区  新拠点 
Figure 3 都心等拠点地区 
東京都「新しい都市づくりのための 
都市開発諸制度活用方針」より作成 
 
（３）対象地域の設定 
（1）（2）都心部・副都心部・新拠点を含むエリア（千
代田区・中央区・港区・文京区・台東区・品川区・渋谷区・
新宿区・豊島区）において，東端を隅田川，西端を山手線
周辺までの，726町丁目について検討を行う． 
 
 
 千代田区  中央区  港区 
 新宿区  文京区  台東区 
 品川区  渋谷区  豊島区 
Figure 4 対象地域  
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４． 歴史的事象と時代の設定 
都市において，大災害というのは多くの人命が失われる
一方，広域なエリアに新たな都市構造を構築できる絶好の
機会でもある．江戸において大きな災害と言われるのは，
江戸の三大大火（明暦の大火・明和の大火・文化の大火）
である．加えて，今後の首都直下地震と同等の規模が江戸
で起きた例として「安政江戸地震」を考える．最後に，近
代の日本の急成長の契機となった東京オリンピックの開
催年（1964）を参照点にする．また，これ以降，現代の都
市構造がほぼ完成されたと考え，以下 Table2 に歴史的事
象と時代設定を表す． 
 
Table 1 歴史的事象と時代設定 
期間 和暦 西暦  和暦 西暦 
第 I期 
明暦 3 1657 
- 
明和 9 1772 
明暦の大火 
振袖火事 
明和の大火 
目黒行人坂の火事 
第 II期 
明和 9 1772 
- 
文化 3 1806 
明和の大火 
目黒行人坂の火事 
文化の大火 
車町火事 
第 III期 
文化 3 1806 
- 
嘉永 7 1855 
文化の大火 
車町火事 
安政江戸地震 
第 IV 期 
嘉永 7 1855 
- 
大正 12 1923 
安政江戸地震 関東大震災 
第 V 期 
大正 12 1923 
- 
昭和 39 1964 
関東大震災 東京オリンピック 
第 VI期 
昭和 39 1964 
- 
平成 25 2013 
東京オリンピック 現代 
 
５． 歴史資料について 
過去の土地利用を解析するに当たり，土地利用の判別が
できることはもちろん，対象地域全体が網羅されているこ
と，さらには保存状態もよく，識字できることが求められ
る．本研究では，それらの条件を満たす資料を考慮し以下
Table3 に載せた資料を解析に用いた．これらの資料をスキ
ャナで取り込み，あるいは既に作成されている画像ファイ
ルを取得し，解析に用いる． 
 
Table 2 歴史資料一覧 
期間 和暦 西暦 資料 
第 I期 天和 4 1684 新改御江戸大絵図 
第 II期 明和 9 1772 分間江戸大絵図 
第 III期 天保 3 1833 分間江戸大絵図 
第 IV 期 安政 2 1856 復元江戸情報地図 
第 V 期 大正 11 1922 帝都地形図 
第 VI期 平成 18 2006 
平成18年度 
土地利用現況調査 
６． 土地利用分類図の作成 
（１）幾何補正の方法 
古地図を利用する問題点として，地図の幾何的精度の乏
しさが挙げられる．現在のような測量技術を持ち合わせて
いないのはもちろん，簡易的に方角と位置がわかれば機能
として十分だったためである．そのため，現代の地形に置
き換えると一致しない箇所が多く存在する． 
本研究では，Arc GIS のジオリファレンスの機能を用い
て，地図のスプライン補正を行った．これは，与えられた
複数のコントロールポイントを滑らかな曲線でつなぐ補
正方法である．本研究では，現代もその当時の面影を残す
寺社・仏閣，上屋敷，交差点名称，都市構造などからポイ
ントを設定する．修正された古地図を現在の都市構造に当
てはめていくことで過去の分析を行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5 スプライン補正の例 
新改御江戸大絵図 国立国会図書館所蔵 
 
（２）第 I 期 1657 - 1772 
明暦の大火からの復興に因って明治から大正期まで続
く都市構造が形成された．現代の構造に近い部分も多い．  
図中右上の寺社が集中しているのは，江戸城内への延焼
防止のため多くの寺院を外堀の外部，あるいは郊外に移し
たことによるものである．馬喰町，神田，八丁堀などの寺
院が主に浅草に転出された．現在も三田，芝，赤坂，牛込，
四ツ谷，浅草，谷中，下谷，本所などに社寺が多いのはこ
のためである． 
武家屋敷については，江戸城内にあった親藩の御三家の
藩邸は場外に移転し，馬場や薬園として延焼防止帯とした．
大火後の屋敷替は，芝，麻布，市ヶ谷，小日向，小石川，
浅草，木挽町から本所にまで展開し，これを骨格として江
戸市中の拡大が達成された． 
武家屋敷や寺社の移転に伴い，移転先確保のためにあら
たに市街地の造成が行われた．牛込及び小石川の沼地の埋
め立て，赤坂の溜池の一部の埋め立て，木挽町東側の海浜
に埋め立てにより築地が形成された．  
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 武家地  町屋  公儀 
 寺社地  百姓地   
注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 6 第 I期 
国立国会図書館 新改御江戸大絵図より作成 
 
（３）第 II 期 1772 – 1806 
明らかな変化は，都市の拡大（主に武家地）である． 
・西側 現在の新宿御苑付近（当時の内藤新宿付近） 
・南側 品川・泉岳寺近辺まで 
 多くの寺社地が集中している 
・北側 護国寺，駒込エリアへの進出 
 
 
 武家地  町屋  公儀 
 寺社地  百姓地   
注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 7 第 II期 
国立国会図書館 分間江戸大絵図（1772）より作成 
 
この時期の都市の規模は現在の山手線エリアの範囲と
ほぼ同一になっている．それは当時の交通手段のほとんど
が徒歩交通である為，一定の規模以上の拡大は見られない
からである． 
Figure7 中東側，現在の台東区や中央区にいわゆる下町
というのが広がり，武士などの大名屋敷はいわゆる山の手
エリアに集積している．山の手エリアの迷路型や鈎型道路
といった複雑な都市構造はこのことに由来されている． 
（４）第 III 期 1806 – 1855 
文化の大火は芝車町から出火し，日本橋，京橋，神田，
浅草付近まで延焼した．しかし，明暦の大火以後，火除地
の整備，広小路の整備が各地で進み，明暦の大火以上の規
模が被害に遭うことはなかった．そのため文化の大火以後
の都市形成の変化は乏しく，第 I期と第 II期において，江
戸の都市形成は完成をし，人口の増加も落ち着きを見せて
おり，土地利用の変化は乏しい． 
 
 
 武家地  町屋  公儀 
 寺社地  百姓地   
注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 8 第 III期 
国立国会図書館：分間江戸大絵図（1833）より作成 
 
（５）第 IV 期 1855 - 1923 
a）安政江戸地震による被害 
安政江戸地震の被害は一様ではなく，東部の低地と，西
武の台地で異なる．地震の特徴として，高地はゆるく，低
地はきつい揺れであった．すなわち，青山，麻布，四ツ谷，
本郷，駒込の辺りの低地はゆるく，小川町，小石川，下谷，
浅草，本所，深川あたりは大きな揺れが襲った． 
高地のエリアでは，多くの大名上屋敷の被害が記録され
ているがその被害は軽微である．一方，低地のエリアには，
大名の中屋敷，下屋敷や寺社地，町屋といった中流・下流
階級の市民が多く，多くの建物に被害が及び，延焼面積が
拡大した．延焼地点の分布の多くは地震の揺れの強いとこ
ろにほぼ合致する． 
江戸は幾度となく大地震に見舞われている．例えば 150
年前の元禄地震ではこれらの被害の差が歴然と表れたは
ずである．重臣たちの住居の建設に当たって，幕府は過去
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の地震災害になんら考慮しなかったようである． 
新吉原から浅草寺にいたる一帯（図中北東部，寺社が集
中するエリア）もほとんど消失した．新吉原は地盤の軟ら
かい湿地の埋め立てであったところに，火を多く使ってい
たためである． 
b）維新後の市区改正 
明治維新により，江戸から東京へと変わるが，江戸時代
の都市骨格を引き継いだ維新後の東京市街は道路幅員が
狭く，上下水道などインフラ整備が遅れていた．また密集
した市街地では大火がしばしば起こり，都市の不燃化が課
題であった．こうした状況から識者の間に都市改造の必要
性が認識されていった．内務省はロンドンやパリをモデル
ケースに，明治 21 年（1888），東京市区改正条例を公布
し都市計画事業が開始された．幹線道路の整備や水道改良
を進めた一方，下水道，築港など未完成のままに終わった
ものも多い．加えて，この間における東京市街地の急激な
膨張発展は著しく，大正 10 年（1921）には，早くも都市
計画法に基づくあらたな東京改造が模索された． 
 
 
 武家地  町屋  公儀 
 寺社地  百姓地  延焼地点 
注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 9 第 IV期 安政江戸地震の延焼地点 
朝日新聞出版 復元江戸情報地図より作成 
出典： 1855 安政江戸地震 報告書，内閣府中央防災会議 
 
（６）第 V 期 1923 - 1964 
震災復興に向けて設けられた帝都復興計画は財政上の
制約，政治的影響を受け計画規模を縮小して実施された．
霞ヶ関や丸の内，銀座などのエリアでは長期的な都市計画
がなされた．しかし，周辺部では将来を見据えたインフラ
の整備は一般的ではなく，なかなか進まなかった． 
揺れによる被害にも増して火災被害が膨大なことであ
る．旧東京市の被害の中で，被害が大きかったのは主に沖
積層の厚い東半部（現在の文京区・台東区など）である．
一方，西半分の麻布，赤坂，四ツ谷，牛込，小石川の一帯
では，全半壊や消失は少ない．江戸当時の上屋敷エリアの
余裕ある交通網が延焼面積の拡大を阻止している． 
当時設けられた無秩序な都市構造が現在の木造住宅密
集地域（図中北部，台東区・文京区・新宿区・豊島区の住
居地域）の住宅街を生み出し，現在も未着手となっている．
また，山の手エリアに集中する複雑な大名屋敷の集まった
エリアの複雑な都市構造は改善されなかった． 
西側の現代の副都心と言われる新宿や池袋などのエリ
アには，依然として住宅や小規模な商業地が広がっている
のみである． 
 
 
 住居地域  商業地域  工業地域 
 公共用地  公園緑地  未利用地 
 荒地  農用地  寺社地 
 霊園 注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 10 第 V期 
之潮 帝都地形図より作成 
 
（７）第 VI 期 1964 - 2013 
戦後復興期から高度経済成長期に移っていくにつれて
人口が地方部から都市部に集中して都市部の人口が増加
した．その結果，都市周辺部へと住宅地が拡大し，周辺部
に広がっていた農用地は住居地域に変化した． 
自動車や鉄道の普及，インフラの整備により高度経済成
長とともに商業圏の拡大が急激に進んだ．現在東京都が推
進する副都心エリア（新宿，池袋，渋谷，品川などの各交
通結節点）に商業が拡散した． 
それに加え，1970年代を中心とした臨海部への進出，埋
め立てられた品川区港南エリアには工業や商業の用途が
集中していることがわかる．月島，豊洲などといった場所
にはウォーターフロントの開発が進んだ． 
また，多くの軍用施設，皇室関連の施設が公園・庭園，
あるいは大規模な施設，競技場へと変わり，都市の商業の
中心となるスポットが設けられた． 
中心部では商業の規模が拡大し，現在の中央区だけでな
く，新拠点である秋葉原，品川，他にも御茶ノ水や神田，
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赤坂といったエリアにも商業の領域が拡大しており，東京
の経済の規模の大きさがうかがえる． 
Figure12を見てもわかるとおり，現代の東京の都市構造
は，内堀周辺に広がる商業圏（官公庁施設やビジネス拠点）
が集まるエリアと，山手線周辺に広がる交通結節点エリア
の商業圏が確認できる．両エリアの間には古くから残る住
宅地域が新宿区，港区近辺に多く残り，代々続いてきた武
家地の集まるエリアがそのまま住宅地域に変貌したのが
図の変遷を追うことで確認できる． 
 
 
 住居地域  商業地域  工業地域 
 公共用地  公園緑地  鉄道敷地 
注：ハッチング部は土地利用が混在している 
Figure 11 第 VI期 
東京都 平成 18年度土地利用現況調査より作成 
 
（８）土地利用割合の変遷 
土地利用割合の変遷，第 I期から第 VI期までを Figure13
に示す． 
 
 
 武家地  町屋  寺社地 
 百姓地  その他  住居地域 
 商業地域  工業地域  公共用地 
 荒地・農地  公園緑地   
Figure 12 土地利用面積の変遷 
 
百姓地の割合が減少し，武家地の面割合が少しずつ増加
しているのがわかる．第 V 期以降の変遷として見えるのは，
荒地・農地の縮小と商業地域の急速な増加である．商業・
住居の需要が高まり，荒地・農地だった場所が多く利用さ
れたことがわかる．また寺社地の減少が著しく，そのうち
の 75%近くが住居地域に変わり，現在も寺社地として利用
されているのは 20%弱ほどしかない． 
Figure14 では第 I 期の百姓地の面積の変化をグラフに表
した．第 II期での変化の大半は武家地，つまり居住に向け
た利用の変化を遂げた．同様に，第 V 期の変化では大半の
百姓地が住居地域に利用が転換していることがわかる． 
 
 
 武家地  町屋  寺社地 
 百姓地  荒地・農地  住居地域 
 商業地域  工業地域  公共用地 
Figure 13百姓地の変化 
 
７． 災害リスク評価 
（１）建物倒壊危険度 
地震の揺れによって建物が壊れたり傾いたりする危険
性の度合いを測定したものが建物倒壊危険度である．建物
倒壊危険度は，地盤による揺れの増幅，液状化といったリ
スクや建物構造，年代，階数などを総合的に評価している． 
Figure15 を見ると，危険度の高い地域は，台東区北東部・
北西部，新宿区の住宅密集地域などに分布されている．沖
積低地や谷底低地（地震の揺れを増幅する軟らかい地盤）
に多く分布している． 
 
 
     
1 2 3 4 5 
Figure 14 建物倒壊危険度 
出典：地震に関する地域危険度測定調査報告書（第６回）  
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（２）火災危険度 
地震の揺れで発生した火災の延焼により，広い地域で被
害を受ける危険性がある．その危険性の度合いを測定した
ものが火災危険度である．Figure15 を見ると，木造住宅が
密集している豊島区，台東区，文京区など山手エリアに火
災危険度が高い地域が広がっていることがわかる． 
 
 
     
1 2 3 4 5 
Figure 15 火災危険度 
出典：地震に関する地域危険度測定調査報告書（第６回） 
 
８． 分析のまとめ 
（１）災害リスクと土地利用 
災害リスクと土地利用の関係を，第 I期の土地利用と災
害危険度の関係を Figure17・18で表す． 
 
 
     
1 2 3 4 5 
Figure 16 土地利用と災害危険度 
（上）建物倒壊危険度 （下）火災危険度 
まず言えることは土地利用が水域だったエリアでは，建
物倒壊・火災危険度ともに高いエリアがないことである．  
一方，危険度の高いエリアは寺社地に多い．寺社地は古
くから残る建造物が多く，さらには都市形成が早く，古く
からの建物の密集率の高さがこのグラフに表れている． 
 
（２）災害リスクと都市の拡大 
最後に，現代の都市がいつ形成されたのか，都市の拡大
がどう進んだかを追うために，第 I期を起点に都市の拡大
の変遷を時系列ごとに表示していく．また，都市の拡大と
火災・建物倒壊危険度について考察する．ここでは都市の
拡大とは「百姓地→武家地」，「荒地・農地→住居地域，
商業地域」などのエリアに変化を遂げた場所を想定した．
すなわち経済機能や商業機能，居住機能など都市に求めら
れる機能を重点的に整備されたエリアである． 
第 I期を基に，第 II期では，駒込や品川，泉岳寺方面に
向けた寺社の移転，新宿や護国寺への武家地の拡大が見え
る．第 III 期，第 IV 期では拡大は少なく，第 V 期関東大
震災の復興計画で対象地域全域に拡大してほぼ完成して
いることがわかる．第 V 期や第 VI期に開発されたエリア
は高度経済成長前から市街化が早くから進み，古い木造建
物が多く存在しているため，危険性が高いと考えられる．
オリンピック会場に選定された神宮周辺や渋谷区などで
は高い危険度が記録されなかったのは大規模な都市基盤
の整備が進んだからだと推察できる． 
 
 
 第 I期  第 II期  第 III期 
 第 IV 期  第 V 期  第 VI期 
 火災 4  火災 5   
 建物 4  建物 5   
Figure 17 都市の拡大と災害危険度 
 
（３）都市の歴史と倒壊危険度 
現存の建物倒壊の危険が高いエリアは，近代に都市化さ
れた場所（関東大震災 V 期以降）と古くから都市として形
成されている場所に区別することができ Figure18 で表す．  
0% 50% 100%
武家地 
町屋 
百姓地 
寺社地 
水域 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
武家地 
町屋 
百姓地 
寺社地 
水域 
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 a  b   
 沖積低地  台地・丘陵地  埋立地 
Figure 18 都市の歴史と倒壊危険度 
 
a) 古くから幾度となく災害が繰り返されたエリア 
都市を支える経済基盤ではなく，古くからの住宅街や地
域商業を支える場所であり，決して都市整備の中心とはな
らないために問題を先送りになっていた．こうした地域は
対象地域北部に多く分布しており，沖積低地に多く分布し
ている．平坦で整備しやすいエリアから都市が進行してい
き，建築年数の長い建造物が密集することになった． 
b) 古くから都市として形成されている場所 
北西側のエリアは急斜面，あるいは狭小地といった場所
に建物を建造することでリスクが生じた．また，東北部は
都市の更新がされたにもかかわらず，災害に対する脆さも
そのまま受け継いでしまっているエリアである． 
（４）都市の歴史と火災危険度 
現存する火災の危険が高いエリアにも，近代に都市化さ
れた場所と古くから都市として残り，何度も災害に悩まさ
れた場所に区別することができる（Figure19）． 
 
 
 c  d   
 沖積低地  台地・丘陵地  埋立地 
Figure 19 都市の歴史と火災危険度 
c) 古くからリスクが高いエリア 
図中北西側,文京区や新宿区の丘陵地に多く分布してお
り，江戸から何度も火災に見舞われる可能性があったにも
かかわらず，現在も火災のリスクを含んでいる．江戸の中
心部に属さないエリアが大半であり,なかなか経済の発達
が進行しないエリアでないため,更新が進められなかった． 
d) 古くから都市として形成されている場所 
都市化してから現在までの間，エリアの更新が進んでお
らず，築年数の長い木造建物が立ち並ぶことが，火災や延
焼のリスクを高めることになっている．関東大震災以降開
発が進んだ豊島区や文京区北側といった,都心から離れた
エリアの丘陵地,整備しにくいエリアが多く,無理な開発が
進行したことで生み出されたリスクである． 
 
９． 結論 
（１）都市の拡大と災害リスク 
a）都市構造の変化 
都市全体の大規模な都市構造の変化を進めない限り，根
本の災害に対する強さは構築されず，以降も危険と隣り合
わせのまま進行していくことになる．大規模な都市整備は
現代では容易ではない．平坦なエリアでは，比較的危険度
の低いエリアを形成しており，高度経済成長以降，特に
1981 年以降の建造物の耐震性は高いため，近現代の開発エ
リアには危険度の高いエリアは見られなかった． 
b）都市の拡大の変遷 
高度経済成長のような都市の拡大の速度が急速であれ
ばあるほど，災害に対する意識が二の次になっていること
がわかった．都市の復興にはまず，経済基盤の復興が先決
なためである．無秩序に構築された都市が周辺部への影響
を考慮されない都市の形成を招いている．そうした時期は
経済成長も著しいが，危険も内包したまま発展している． 
（２）土地利用と災害リスク 
a）寺社地の土地利用変換 
古くから小規模の都市を形成する寺社地のエリアでは，
危険度を含むエリアが多い．土地利用や都市構造が現在で
も残っているエリアであり現在のように住居地域に当て
はめると適さないところが多く存在した． 
b）郊外鉄道による整備の偏り 
危険度の高い地域と低い地域の差は，副都心エリアに注
目すると，経済基盤の整備を進める郊外鉄道の偏りである．
経済の中心でない限り，都市の更新の速度は他に比べて遅
く，古い建物や密集地域が改善されないまま今に至る．経
済の積極的な整備が，環境性や快適性の整備を誘発させる． 
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